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1
人権・同和
政策課

人権教育・人権啓発研修
会、講演会等の開催事業

研修会、講演会等開催回
数・参加者数

246回
10,179人

(H23)

270回
11,200人

現行の10％増加を目指す。
108回

3,353人
172回

7,041人

令和3年度と比較すると新型コロナウイル
ス感染症の影響減少により、参加者が回復
しているが、コロナ渦以前の参加状況まで
には至っていない。
今後も引き続き自治会長会や企業等への周
知や依頼を積極的に行うほか、ポスターの
掲示やチラシの設置を行い参加者の増加に
繋げる。また、多くの方が関心を持つよう
な講師や内容等の検討を行う。

研修会、講演会等の年間開催回数及び参加
者数

2
男女共同参
画推進課

男女共同参画推進に関する
講演会の事業実施による意
識啓発

サンクスフォーラム参加者
数

400人
（H24）

450人

男女共同参画社会を目指したまち
づくりの推進を目的にひとりでも
多くの市民にフォーラムに参加し
ていただく。（毎年、450人参加
を目標としている）

131名 96名

例年会場となっていたコスモスコモンが改
修工事期間で使用不可となったため、頴田
交流センター別館多目的ホール（収容人数
350人）で開催した。コロナ禍というこ
ともあり、目標値を大きく下回った。
啓発事業の開催方法を今後も検討していく
必要がある。

・参加者数合計
96人（男性20人、女性76人）

3 人事課
市職員に対する研修実施に
よる意識向上（所内研修）

各課職場研修、全職員研
修、手話研修及び特別研修
受講率

94%
（Ｈ23）

100%
全職員の受講が目標
（未受講分：業務等で当日欠席と
なる）

対象者数：2,722名
受講者数：2,619名

96%

対象者数：1,830名
受講者数：1,772名

  97%

成果：新型コロナウイルス感染症が拡大す
る中、様々な研修方式を用いることによ
り、高い受講率を維持できた。
課題：研修方式（集合、オンライン、動画
配信）の違いによる受講者の理解度の差を
なくすこと。

対象者数：1,830名
受講者数：1,772名

4
まちづくり
推進課

自治会活動のPR、加入促
進

自治会加入率
67.6%

(H24.5月)
70.0%

単年度あたり全自治会１世帯の新
規加入を目指す。脱退世帯につい
ても減少を目指し、単年度市内全
域１６１世帯の増加を想定。

53.7% 52.3%

地域での人間関係の希薄化を始め、様々な
要因により、自治会加入世帯数が年々減少
している。更に加入率が低下することで、
地域の衰退へ繋がる恐れがある。

自治会加入世帯数／住基世帯数

5 高齢介護課 認知症サポーター養成講座 修了者数
1,321人/年
（Ｈ23）

1,500人/年

国の指針に基づき平成22～25年
度（４年間）で6,000人の目標設
定をしており、1,500人/年の目標
をそれ以降も継続していく。

284人/年 515人/年

ひとりひとりが認知症について正しい知識
を持ち、認知症の人の家族にかかる負担を
理解し、地域全体で認知症の人や家族をサ
ポートできるように、受講者数の増加に努
める必要がある。そのため、より多くの市
民等に、養成講座を受講していただく必要
があることから、認知症サポーターの意義
と養成講座の参加について更なる周知・啓
発を行う。また、一度だけの講座で終わる
ことなく、市民啓発を継続するためにもサ
ポーターやキャラバンメイトに対するフォ
ローアップ研修を年1回以上開催するとと
もに、キャラバンメイトの活動の場の確保
と育成に努める。

認知症サポーター養成講座の修了者数

6
生涯学習課
（中央公民
館）

ｅ-マナビ事業（指導者）
指導者数
学級数

60人
28学級

（Ｈ23）

63人
２９学級

現行の５％増加を目指す。
47人

42学級
50人

42学級

広報活動の実施により、新たな有志指導者
および学級生を一定数獲得することができ
た。
また、未開講講座を開講に繋げるため「お
試し教室体験会」を実施し、事業の活性化
を図った。

指導者数…有志指導者登録者数
学級数…令和4年度開講学級数

7
子育て支援
課

ファミリー・サポート・セ
ンター事業

登録者（まかせて会員・
どっちも会員）

111人
(Ｈ24）

160人
1年で5名以上の会員増を予定し、
計160人以上として目標値を設
定。

131 144
この事業は、まかせて会員の安定的な確保
がないことには成り立たないため、今後も
会員の確保に向けて周知していく。

委託事業者からの実績報告書による

8
生涯学習課
（中央公民
館）

生活学習ボランティアネッ
トワーク事業

登録者数
派遣回数

936人
1,682回
（Ｈ23）

980人
（1,760回）

現行の５％増加を目指す。
登録者数　1,746人
派遣回数　1,707回

登録者数　1,806人
派遣回数　2,425回

各学校の生涯学習ボランティアネットワー
ク活用事例集を作成した。派遣ニーズに偏
りがあるため、活動内容の更なる周知を行
い、豊かな知識や技能を持つ地域住民の
方々が生涯学習の機会をより高めていける
よう促進を行っていく。

登録者数…学習ボランティア登録者数
派遣回数…令和４年度登録者派遣実績
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9
子育て支援
課

子育て関係団体の活動の
PR支援

HP及び子育て情報誌掲載
３団体

(H24.11月)
10団体

飯塚市内で活動する子育て支援団
体のうち、子育て中の親子が参加
できるサークル等10団体をＰＲ支
援することを目標値として設定。

2団体 1団体 検討中 実績値

10
生涯学習課
（中央公民
館）

各種団体の事務局支援業務
（ボランティア・ＮＰＯ等
の会議に参画し情報提供）

事務局業務を支援する団体
数

82団体
（Ｈ23）

86団体 現行の５％増加を目指す。 84団体 ８４団体
【成果】各種団体の事務局として、行政的
視点から指導と調整を行うことができた。

団体数…生涯学習所管で市が事務局を行っ
ている団体数

11
市民活動支
援課

活動拠点施設の利用促進
市民交流プラザの利用団
体、利用者数

延べ856団体
15,700人

(H23)

延べ9４0団体
17,200人

利用団体数、利用者数とも、１０
年後に平成２３年度実績の１０％
増加を想定。

延べ 421団体
 4,831人

延べ519団体
 5,567人

コロナ禍ではあったが、行動制限緩和の動
向を鑑み、利用制限の緩和を行ったこと
で、昨年より利用者が増加した。
平成30年度より完全直営となっている。
行政情報の発信や相談機能の拡充、大学と
の連携などにより、利用団体増加を図る。

年度報告書

12
社会・障が
い者福祉課

サン・アビリティーズいい
づかの利用促進

サン・アビリティーズいい
づかの利用者数

9,347人
（Ｈ23）

9,880人

障がい者手帳所持者数の伸びに比
例して利用者数の伸びを想定し、
ここ5年間の障がい者手帳所持者数
の伸び率を現状の利用者数に乗じ
て積算。

4,396人 6,130人
コロナ禍の一時終息にともない、施設利用
者が増えつつある。
今後一層の利用促進に努める必要がある。

令和4年度中に市内外の障がい者の利用者
数

13 商工観光課 新たな活動の場の確保 空き店舗の利用件数
1店舗

（Ｈ23）
2店舗

空き店舗が多いため毎年２店舗の
利用を目指すもの。

5店舗 3

 令和5年6月現在、新規創業者等支援事業
費補助金についての問い合わせ件数が増加
しており、事業規模の検討が必要となる可
能性がある。

 令和4年度飯まち活性化会議資料
（飯塚商工会議所実施）

14
生涯学習課
（中央公民
館）

各地区公民館まつり
来場者数（13公民館参加
者数）

16,200人
（Ｈ23）

17,000人 現行の５％増加を目指す。 455人 3848人

新型コロナウイルス感染症の影響を受け、
一部の催しを制限したり、開催時期によっ
てはまつりを中止した交流センターもあっ
た。
本年度以降は、コロナ禍以前の形態で実施
していきたい。

来場者数…令和4年度コミセンまつり来場
者数

15 保育課
街なか子育てひろば
地域交流事業

交流事業への参加者数
1,568人
（Ｈ23）

1,800人
平成23年度穂波子育て支援セン
ターの実績に10年間で15％の利
用者増で見込んだもの。

152人 342人
利用者の人数制限も密にならない程度とし
たため利用者数は増加している。今後も継
続して実施する。

実績値

16
人権・同和
政策課

③隣保館（人権啓発セン
ター）施設の利用促進

年間利用者数
11,804人
（Ｈ23）

12,400人 現行の５％増加を目指す。 4,748人 7,542人

令和4年度より新型コロナウイルス感染症
による制限も緩和され、事業の再開もあ
り、参加者数の増が見込まれる。
またそのほかに参加者減の事業や教室につ
いては、内容や開催の時間帯の見直しなど
の検討を行い、より参加しやすいものにし
ていく必要がある。

各人権啓発センター（３館）の年間利用者
数を合算したもの

17
市民活動支
援課

飯塚市消費生活センター 相談件数
679人

（Ｈ23）
750人

年間２５２日①×３人②
①祝日１５日、振替休日３日程度
を想定
②想定した一日利用者数

1,154件 1,160件

相談件数は増加している。多様化する悪質
商法に対応するため、警察や行政他部署と
の情報共有や啓発活動を引き続き行ってい
く必要がある。

実相談件数

18
≪アンケート

結果≫

『まわりの人に助けを求め
ることができるか』
「助けて」と言えると回答
した割合

68.8%
(H24)

76.0%
65歳以上の「助けて」と言えない
人（18.8％）を「助けて」と言え
るようにする。

— — — —

19
≪アンケート

結果≫

『地区担当の民生委員の認
知度』
地区担当の民生委員を知っ
ていると回答した割合

32.5%
（H24)

49.0%
65歳以上の「地区の民生委員を知
らない人」（42.9％）に民生委員
を知ってもらう。

— 26.7% — —

20 防災安全課 自主防災組織設立促進事業
①地区（地区公民館単位）
レベル設立団体数
②自治会レベル設立団体数

①１０地区
②３自治会
（Ｈ23）

①１２地区
（全地区）
②全自治会

全地区、全自治会での設立を目指
す。

①10地区
②12自治会

①11地区
②13自治会

同一自治会内で防災意識に温度差がある。 自主防災組織設立届を受理した団体数

21 防災安全課
福祉避難所開設運営訓練事
業

①協定内容説明会
②年間訓練回数

未実施
①１回／年
②１回／年

未実施のため実施を目指すもの
①0回/年
②未実施

①0回/年
②未実施

福祉避難所と協力し、訓練の実施に向けた
調整が必要。

—
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22
子育て支援
課

子育て情報誌「すくすく」
設置箇所数
発行部数

73か所
1,900部
（Ｈ23）

75か所
2,000部

新規スーパー等店舗の建設があれ
ば設置箇所として増加し、部数を
増刷する。現状維持と新規店舗等
の増の場合の予定で、箇所数を2箇
所、部数を100部増刷する目標値
を設定。

69か所
770部

（Ｒ4.3月）

78か所
550部

（Ｒ5.3月）
検討中 実績値

23
≪アンケート

結果≫

『情報の入手しやすさの変
化』
「5年前に比べ、入手しや
すくなった」と回答した割
合

28.1%
（Ｈ24）

32.1%
「入手しにくくなった」と回答し
た人（4％）に「入手しやすくなっ
た」と感じてもらう。

— — — —

24 高齢介護課 介護相談員等派遣等事業 延べ派遣回数
880回

（Ｈ23）
900回

未実施の事業所（１ヵ所）と新規
事業所（１ヵ所見込み）への派遣
回数を想定

0回 183回
新型コロナウイルスの関係で令和4年9月
から派遣を再開した。派遣回数について
は、今後は増やしていく。

10名の介護相談員を42事業所に派遣した
回数

25 高齢介護課

「地域包括支援センター」
における相談受付件数
　①介護保険・福祉サービ
スに関する相談
　②総合相談
　③その他の相談

「在宅介護支援センター」
における訪問相談支援件数
　

①292件
②  58件
③220件

合計570件

8,079件
（Ｈ23）

（11包括）
① 3,954件
② 1,772件
③ 2,926件
計 8,652件

（11包括）
① 3,801件
② 2,220件
③ 3,222件
計 9,243件

市内全域（11箇所）において、委託地域
包括支援センターの設置が完了しているも
のの、委託包括ごとに設置年度の違いがあ
るため、委託包括間での差がないように、
定期的に開催される連絡会議等において、
業務のすり合わせを行うなど、同一の対応
ができるような体制づくりを行いながら、
これまでと同様に、必要な人に必要なサー
ビスが届くよう支援を続けていくととも
に、地域包括ケアシステムの充実に取組ん
でいく。

各地域包括支援センターに相談のあった件
数

26
社会・障が
い者福祉課

「障がい者基幹相談支援セ
ンター」における相談・支
援件数
　①福祉サービスに関する
相談
　②日常生活に関する相談
　③その他の相談

①6,634件
②3,425件
③6,711件

合計16,770件
（Ｈ23）

①5,232件
②3,149件
③8,071件

計16,452件

①5,665件
②2,475件

③10,405件
計18,545件

相談件数は増加傾向にあり、今後一層の相
談体制の充実が必要となる

令和4年度中に障がい者基幹相談支援セン
ターにて受けた相談と支援の件数

27
子育て支援
課

「家庭児童相談室」におけ
る相談件数
　①子どもなんでも相談
　②家庭児童相談
　③母子相談

①121件
②118件

(延べ　1,162件)
③217件

(延べ　330件)
（Ｈ23）

　①60件
②342件

　（延べ　3,561
件）

③85件
(延べ496件）

①61件
②世帯451件

（延べ　4,553件）
③49１件

虐待相談件数の増加に伴い、家庭児童相談
件数も増加しその内容も多種多様化してい
る。それら相談に対応するため、令和５年
度より、ヤングケアラー支援事業を実施
し、ヤングケアラーの相談にも対応する。

実績値

28
男女共同参
画推進課

サンクス相談室

相談件数
  ①一般相談
  ②法律相談
  ③職場の悩み相談
  ④就業支援相談

①73件
②64件
③　1件
④　2件

合計　140件
（Ｈ23）

170件

相談件数は減少傾向にあるが、現
体制（法律相談週３日→週２日）
となった２０年度以降実績が最大
であった２１年度実績と同数とす
る。広報等を強化し、２０％増を
目指す。

146件 188件

昨年度に引き続き「サンクス相談室カー
ド」を市内3事業者の女性トイレや多目的
トイレに継続して設置した。また、相談日
程を記したチラシを作成し、全戸配布を実
施し周知を図った。
また、相談日以外のDV等の緊急的相談に
対応し、引き続き迅速かつ適切に対応でき
る体制をとった。

相談件数【前年度数】
①37件【42件】
②46件【32件】
③1件【0件】
④1件【0件】
計85件

DV相談件数　103件【72件】

29
市民活動支
援課

無料法律相談 利用件数
459件

（Ｈ23）
650件

１日６件×年間２４３日①×４
５％②
①５日×５４週－２７日で算出。
２７日の内訳は、盆・年末年始休
み９日、祝日１５日、振替休日３
日程度を想定
②飯塚法律相談センターでの本市
の利用者割合を想定。

499件 493件
ホームページや市報等を活用し、制度を広
く周知する必要がある。

実相談件数

3
　
つ
な
が
る
し
く
み
づ
く
り

(

1

)

情
報
提
供
体
制
の
充
実

①
情
報
提
供
方
法
の
充
実

②
情
報
バ
リ
ア
フ
リ
ー
の
推
進

66

(

2

)

相
談
体
制
の
充
実

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

　
　
　
　
①
相
談
体
制
の
充
実

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

　
　
　
　
②
相
談
窓
口
間
の
連
携

68

高齢者・障がい者・児童の
各種相談支援事業

増加

これらの事業は、相談件数を伸ば
すことではなく、相談において必
要な人に必要なサービスが届くこ
とが目標。ただし、窓口を知らな
い人が一人でも多く窓口を知り、
サービスに繋がることを目指して
「増加」とする。
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【資料1】

基本
目標

活動
目標

活動内容
計画書

頁
Ｎｏ. 所管課 事業名 指標の考え方

計画策定時
の実績（年度）

目標
（R4年度）

目標の根拠
R3年度

実績
R4年度

実績
成果・問題点等 実績の算定根拠

30
高齢介護課
社会・障が
い者福祉課

成年後見制度における市長
申立

市長申立件数
3件

（Ｈ23）
5件 障がい者２件、高齢者３件を想定

障がい　2件
高齢　   3件

障がい　０件
高齢　   7件

障がい
年間申し立て件数が非常に少ないため、マ
ニュアルや様式の準備等に努める。

高齢
単身や高齢者のみ世帯の増加、地域のつな
がりの希薄化、認知症高齢者の増加などに
より、成年後見制度利用の需要は益々増加
することが見込まれる。このような中、制
度利用が必要であるが申立てを行なう者が
いない方については、速やかに市長申立て
を行ない権利擁護が図れるよう、事務の迅
速化や関係機関との連携強化を図る。ま
た、制度利用に係る費用を負担することが
困難な方に対してもその費用の全部又は一
部を助成する。

成年後見制度利用に係る市長申立件数
※市長申し立ての準備件数については計上
しない。

31
高齢介護課
社会・障が
い者福祉課

高齢者・障がい者への虐待
防止及び消費者被害防止の
ための啓発

パンフレットやガイドブッ
クの作成配布回数

1回
（Ｈ23）

4回

高齢者対策として『在宅支援セン
ターだより』に、また、障がい者
対策として障がい者生活支援セン
ターの広報紙に掲載し啓発するも
の。

高齢　　 1回
障がい　２回

高齢　　 1回
障がい　2回

（高齢者対策）高齢者虐待は、介護疲れや
認知症、高齢者や介護者の性格や人間関係
などが背景にあり、またそれらが複雑に絡
み合って起こることから、専門的な知識が
求められたり、解決までに数か月の期間を
要する案件が増加している。虐待が深刻化
する前に対応することが重要であることか
ら、これまでと同様、高齢者への虐待防止
のための啓発に努めていく。

社会・障がい者福祉課
相談件数も増加し、認知度は広まっている
ため、引き続き啓発に努める

（高齢者対策）『地域包括支援センターだ
より』への掲載回数

社会・障がい者福祉課
広報誌の発行回数（上期１回下期１回）

32
高齢介護課
等

孤独死防止のための庁内連
携体制の確立

庁内連携体制の確立の有無 — 確立
連携会議

開催回数　0回
連携会議

開催回数　0回

例年、主に生活支援課（生活自立支援相談
室）との庁内連携会議が開催されていた
が、新型コロナウイルスの影響により令和
4年度も開催されていない。しかしなが
ら、個別の案件ごとに状況に応じ、それぞ
れの担当CWとの連携を図ることができ
た。

会議等により庁内他課と連携した回数

33 高齢介護課 地域包括ケア体制の推進
地域ケア会議・他職種連携
会議の開催

— 確立

・個別地域ケア会議
年33回
・在宅医療・介護連
携会議 年2回
・認知症ケア会議 年
2回
・生活支援体制推進
会議 年2回
・地域包括ケアシス
テム推進会議 年2回

・個別地域ケア会議
年50回
・在宅医療・介護連
携会議 年1回
・認知症ケア会議 年
2回
・生活支援体制推進
会議 年2回
・地域包括ケアシス
テム推進会議 年1回

地域包括ケアシステムの充実に向け、地域
ケア会議を重層的に開催している。特に医
療・介護の関係機関との連携を取りなが
ら、地域における様々な問題・課題の解決
に結びつくよう、継続して取組んでいく。

各会議の開催回数
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